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山形市開発行為の規制等に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、この市の開発行為の規制等に関し、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」

という。）、都市計画法施行令（昭和44年政令第158号。以下「政令」という。）及び都市計画法施

行規則（昭和44年建設省令第49号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

全部改正〔平成13年規則34号〕 

（開発許可の申請） 

第２条 開発許可（法第29条第１項又は第２項の規定による許可をいう。以下同じ。）を受けようと

する者は、開発行為許可申請書（省令別記様式第２又は別記様式第２の２）に、法第30条第２項及

び省令第17条第１項に定める図書のほか、次に掲げる図書（開発区域の面積が0.3ヘクタール未満の

開発行為又は主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為若しく

は主として、住宅以外の建築物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは自己の業務の用に供

する特定工作物の建設の用に供する目的で行う開発行為であって開発区域の面積が１ヘクタール未

満のものにあっては、第３号に掲げる書類を除く。）を添付し、市長に提出しなければならない。 

(１) 開発区域となる土地の登記事項証明書、字限図、求積図及び現況写真又はこれらに類する図

書 

(２) 申請者及び工事施行者の住民票の写し（当該申請者及び工事施行者が法人である場合は、登

記事項証明書）又はこれに類する書類（工事施行者に係る書類にあっては、法第３３条第１項第

１３号に規定する能力があることを要す開発行為を行う場合に限る。） 

(３) 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、同表の中欄又は右欄に掲げる書類（建設業法（昭和24年

法律第100号）第３条第１項ただし書の規定に該当する者にあっては、工事施行者の項イに掲げる

書類を除く。） 

区分 法人 個人 

申請者 
ア 定款 

 資産に関する調書 
イ 事業経歴書 

工事施行者 

ア 事業経歴書 ア 事業経歴書 

イ 建設業の許可を受けていることを

証する書類 

イ 建設業の許可を受けていることを

証する書類 

(４) 法第33条第１項第14号に規定する同意者の印鑑証明書又は印鑑登録証明書 

(５) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の概要書 

(６) その他市長が必要と認める図書 

２ 前項第３号の資産に関する調書及び事業経歴書は、それぞれ別記様式第１号、別記様式第２号に

よるものとする。 

３ 第１項第５号の宅地造成又は特定盛土等に関する工事の概要書は、別記様式第２号の２によるも

のとする。 

４ 法第30条第１項第３号の規定に基づく省令第16条第２項の設計説明書は、別記様式第３号による

ものとする。 

５ 省令第17条第１項第３号の相当数の同意を得たことを証する書類は、別記様式第４号によるもの

とする。 

６ 省令第17条第１項第４号の設計資格を有する者であることを証する書類は、別記様式第５号によ

るものとする。 

７ 市長は、申請者に対し、法第35条第１項の規定に基づく処分をしたときは、許可の処分にあって

は開発行為許可通知書（別記様式第５号の２）により、不許可の処分にあっては開発行為不許可通

知書（別記様式第５号の３）により通知するものとする。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号〕 

（既存の権利者の届出） 

第３条 法第34条第13号の規定により既存権利の届出を行おうとする者は、既存権利届出書（別記様

式第６号）を市長に提出しなければならない。 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・29年29号〕 

（国の機関又は都道府県等が行う開発行為の協議） 

第３条の２ 法第34条の２第１項の規定により開発行為についての協議を行おうとする者は、開発行

為協議書（別記様式第６号の２）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の開発行為協議書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(１) 法第30条第２項及び省令第17条第１項に定める図書 

(２) 第２条第１項第１号及び第４号から第６号までに掲げる図書 

３ 第２条第３項、第５項及び第６項の規定は、前項の規定による図書の添付について準用する。 

４ 市長は、第１項の協議を行った者に対し、当該協議が成立したときは開発行為協議成立通知書（別

記様式第６号の３）により、成立しなかったときは開発行為協議不成立通知書（別記様式第６号の

４）により通知するものとする。 

追加〔平成24年規則20号〕、一部改正〔平成29年規則29号〕 

（開発行為の変更の許可の申請） 

第４条 法第35条の２第１項の規定により開発行為の変更の許可を受けようとする者は、開発行為変

更許可申請書（別記様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、省令第28条の３に定める図書のほか、次に掲げる図書を添付しなければなら

ない。 

(１) 第２条第１項各号に掲げる図書のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更されるもの 

(２) その他市長が必要と認める図書 

３ 市長は、第１項の許可をしたときは、申請者に対し、開発行為変更許可通知書（別記様式第７号

の２）により通知するものとする。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成15年規則３号・24年20号・29年29号〕 

（国の機関又は都道府県等が行う開発行為の変更の協議） 

第４条の２ 法第35条の２第４項において準用する法第34条の２第１項の規定により協議を行おうと

する者は、開発行為変更協議書（別記様式第７号の３）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の開発行為変更協議書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(１) 省令第28条の３に定める図書 

(２) 第２条第１項第１号及び第４号から第６号までに掲げる図書のうち開発行為の変更に伴いそ

の内容が変更されるもの 

(３) その他市長が必要と認める図書 

３ 市長は、第１項の規定による協議が成立したときは、当該協議を行った者に対し、開発行為変更

協議成立通知書（別記様式第７号の４）により通知するものとする。 

追加〔平成24年規則20号〕、一部改正〔平成29年規則29号〕 

（工事着手の届出） 

第５条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事に着手しようとするときは、現場管理者を

定め、工事着手届出書（別記様式第８号）に主要な工事行程表及び現況写真を添付して市長に提出

しなければならない。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・15年３号・24年20号・29年29号〕 

（許可標識の掲示） 

第６条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事に着手する日から法第36条第３項に規定す

る工事完了公告の日までの間、開発区域内の公衆の見やすい場所に、開発行為許可標識（別記様式

第９号）を掲示しなければならない。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成15年規則３号〕 

（変更の届出） 

第７条 法第35条の２第３項の規定により届出を行おうとする者は、市長が必要と認める書類を添付

した開発行為等変更届出書（別記様式第10号）を市長に提出しなければならない。 

２ 開発許可を受けた者は、開発許可を受けた日から工事完了公告の日までの間に、次に掲げる事項

に変更があった場合は、遅滞なく、開発行為等変更届出書に市長が必要と認める書類を添付して市

長に提出するとともに、前条の開発行為許可標識を修正しなければならない。 

(１) 開発行為者の氏名若しくは名称又は住所（開発行為者が法人である場合は、代表者の氏名若
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しくは商号又は住所） 

(２) 設計者の氏名又は住所 

(３) 現場管理者の氏名又は住所 

(４) 主たる事務所の所在地 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成15年規則３号・24年20号・29年29号〕 

（工事完了の届出） 

第７条の２ 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事又は当該工事のうち公共施設に関する

工事を完了したときは、遅滞なく、工事完了届出書（省令別記様式第４）又は公共施設工事完了届

出書（省令別記様式第５）に当該工事の完成図を添付して市長に届け出なければならない。 

追加〔平成29年規則29号〕 

（工事完了の公告） 

第８条 省令第31条の規定による工事完了の公告は、同条に定める事項を記載した書類を山形市公告

式条例（昭和25年市条例第23号）第２条第３項に規定するこの市の掲示場に掲示して行うものとす

る。 

一部改正〔平成11年規則25号・12年33号・13年34号・15年３号〕 

（工事完了公告前の建築等の承認申請） 

第９条 工事完了公告の日前において、法第37条第１号に規定する工事用の仮設建築物等以外の建築

等の承認を受けようとする者は、工事完了公告前建築等承認申請書（別記様式第11号）に次に掲げ

る図書を添付して市長に提出しなければならない。 

(１) 建築物又は特定工作物（以下この条において「建築物等」という。）の敷地の位置及び区域

を表示する図面 

(２) 敷地内における建築物等の位置を表示する図面（縮尺500分の１以上とする。） 

(３) 建築物等の平面図及び立面図（縮尺200分の１以上とする。） 

(４) その他市長が必要と認める図書 

２ 市長は、前項の承認をしたときは、申請者に対し、工事完了公告前建築等承認通知書（別記様式

第11号の２）により通知するものとする。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成15年規則３号・29年29号〕 

（開発行為に関する工事の廃止等の届出） 

第10条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事を廃止したときは、遅滞なく、開発行為に

関する工事の廃止の届出書（省令別記様式第８）に、当該工事を廃止した日現在における現況写真

及び開発行為の廃止に係る措置説明書（別記様式第12号）を添付し、市長に提出しなければならな

い。 

２ 開発許可を受けた者は、開発行為を中止し、又は再開しようとするときは、遅滞なく、開発行為

の中止（再開）届出書（別記様式第13号）に現況写真を添付して市長に提出しなければならない。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成15年規則３号・29年29号〕 

（用途地域の定められていない土地の区域内における建築物の特例許可申請） 

第11条 法第41条第２項ただし書（法第34条の２第２項又は第35条の２第４項において準用する場合

に限る。）の規定により市街化調整区域内における建築物の建築の許可を受けようとする者は、市

街化調整区域内における建築物の特例許可申請書（別記様式第14号）に第９条各号に掲げる図書を

添付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の許可をしたときは、申請者に対し、市街化調整区域内における建築物の特例許可

通知書（別記様式第14号の２）により通知するものとする。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・15年３号・29年29号〕 

（予定建築物等以外の建築等の許可申請） 

第12条 法第42条第１項ただし書の規定により開発許可を受けた開発区域内の土地における予定建築

物等以外の建築物若しくは特定工作物の新築若しくは新設又は予定建築物以外の建築物となる建築

物の改築若しくは用途の変更の許可を受けようとする者は、予定建築物等以外の建築等許可申請書

（別記様式第15号）に第９条各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の許可をしたときは、申請者に対し、予定建築物等以外の建築等許可通知書（別記

様式第15号の２）により通知するものとする。 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成15年規則３号・29年29号〕 

（国の機関又は都道府県等が行う予定建築物等以外の建築等の協議） 

第12条の２ 法第42条第２項の規定により同条第１項ただし書の規定による許可があったものとみな

される場合における当該許可を受けた開発区域内の土地における予定建築物等以外の建築物若しく

は特定工作物の新築若しくは新設又は予定建築物以外の建築物となる建築物の改築若しくは用途の

変更の協議を行おうとする者は、予定建築物等以外の建築等協議書（別記様式第15号の３）を市長

に提出しなければならない。 

２ 前項の予定建築物等以外の建築等協議書には、第９条各号に掲げる図書を添付しなければならな

い。 

３ 市長は、第１項の協議が成立したときは、当該協議を行った者に対し、予定建築物等以外の建築

等協議成立通知書（別記様式第15号の４）により通知するものとする。 

追加〔平成24年規則20号〕、一部改正〔平成29年規則29号〕 

（市街化調整区域内における建築等の許可申請） 

第13条 法第43条第１項の規定により、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域

内における建築物の新設、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設の許可を受けよう

とする者は、建築物の新設、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設許可申請書（省

令別記様式第９）に省令第34条第２項に定める図書のほか、次に掲げる図書を添付して市長に提出

しなければならない。 

(１) 敷地となる土地の登記事項証明書、字限図、土地利用計画の内容を明示した図面、求積図及

び現況写真又はこれらに類する図書 

(２) 申請者の住民票の写し（当該申請者が法人である場合は、登記事項証明書）又はこれに類す

る書類（工事施行者に係る書類にあっては、法第３３条第１項第１３号に規定する能力があるこ

とを要す開発行為を行う場合に限る。） 

(３) 敷地となる土地又はその土地にある建築物その他の工作物につき、当該建築等の実施の妨げ

となる権利を有する者の相当数の同意を得たことを証する書類 

(４) 前号に規定する同意をした者の印鑑証明書 

(５) その他市長が必要と認める図書 

２ 前項第１号の土地利用計画の内容を明示した図面には、これを作成した者がその氏名を記載しな

ければならない。 

３ 第１項第３号の書類は、別記様式第４号によるものとする。 

４ 市長は、申請者に対し、第１項の許可をしたときは建築行為許可通知書（別記様式第15号の５）

により、同項の許可をしないときは建築行為不許可通知書（別記様式第15号の６）により通知する

ものとする。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成15年規則３号・19年52号・24年20号・29年29号・

令和３年61号〕 

（市街化調整区域内における国の機関又は都道府県等が行う建築等の協議） 

第13条の２ 法第43条第３項の規定により、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の

区域内における建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設の協議を行お

うとする者は、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設協議書（別記

様式第15号の７）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(１) 省令第34条第２項に定める図書 

(２) 前条第１項第１号及び第３号から第５号までに掲げる図書 

３ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による図書の添付について準用する。 

４ 市長は、第１項の協議が成立したときは、当該協議を行った者に対し、建築物の新築、改築若し

くは用途の変更又は第１種特定工作物の新設協議成立通知書（別記様式第15号の８）により通知す

るものとする。 

追加〔平成24年規則20号〕、一部改正〔平成29年規則29号〕 

（開発許可に基づく地位承継の届出） 

第14条 法第44条の規定により開発許可に基づく地位を承継した者は、地位の承継後遅滞なく、地位
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承継届出書（別記様式第16号）に当該地位を承継したことを証する書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・15年３号・29年29号〕 

（開発許可に基づく地位承継の承認申請） 

第15条 法第45条の規定により開発許可に基づく地位の承継の承認を受けようとする者は、開発許可

地位承継承認申請書（別記様式第17号）に、次に掲げる図書（当該承認を受けようとする者の行う

開発行為が、主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行うもの（当該開発

行為に関する工事が宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１２条第１項

又は第３０条第１項の許可を要するものを除く。）又は住宅以外の建築物で自己の業務の用に供す

る特定工作物の建設の用に供する目的で行うものであって開発区域の面積が１ヘクタール未満のも

の（当該開発行為に関する工事が当該許可を要するものを除く。）である場合にあっては、第２号

に掲げる書類を除く。）を添付して市長に提出しなければならない。 

(１) 第２条第１項第２号及び第３号に掲げる書類（工事施行者に係る書類を除く。） 

(２) 省令第16条第５項に規定する資金計画書 

(３) 土地の所有権その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証する書類 

２ 市長は、前項の承認をしたときは、申請者に対し、開発許可地位承継承認通知書（別記様式第17

号の２）により通知するものとする。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・15年３号・24年20号・29年29号〕 

（開発登録簿） 

第16条 法第46条の開発登録簿（以下「登録簿」という。）の様式は、別記様式第18号によるものと

する。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・15年３号〕 

（開発登録簿の写しの交付請求） 

第17条 法第47条第５項の規定により登録簿の写しの交付を請求しようとする者は、開発登録簿の写

しの交付請求書（別記様式第19号）を市長に提出しなければならない。 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・15年３号〕 

（適合証明書の交付申請） 

第18条 省令第60条の規定による証明（法第53条第１項の規定に係るものを除く。）を申請しようと

する者は、開発行為等適合証明申請書（別記様式第20号）に、次に掲げる図書を添付して市長に提

出しなければならない。 

(１) 位置図 

(２) 現況図 

(３) 土地利用計画図 

(４) 敷地求積図 

(５) 建築物平面図及び立面図 

(６) 当該土地の公図の写し 

(７) その他市長が指示する図書 

２ 市長は、申請者が行おうとする開発行為等の計画が法第29条第１項若しくは第２項、第35条の２

第１項、第41条第２項、第42条又は第43条第１項の規定に適合しているときは、申請者に対し、開

発行為等適合証明書（別記様式第20号の２）を交付するものとする。 

全部改正〔平成29年規則29号〕 

（非該当証明の交付申請） 

第18条の２ 行おうとする開発行為等の計画が開発許可又は法第43条第１項の許可を要しないこと

（以下「非該当」という。）の証明を申請しようとする者は、開発行為等非該当証明申請書（別記

様式第20号の３）に、前条第１項各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、申請者が行おうとする開発行為等の計画が非該当であるときは、申請者に対し、開発行

為等非該当証明書（別記様式第20号の４）を交付するものとする。 

追加〔平成29年規則29号〕 

（身分証明書の様式） 

第19条 法第82条第２項の身分を示す証明書の様式は、別記様式第21号によるものとする。 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・15年３号〕 

（書類の提出部数） 

第20条 法、政令、省令及びこの規則の規定により市長に提出する申請書及びこれに添付する図書の

提出部数は、正本１部及び副本１部とする。ただし、第17条の規定による開発登録簿の写しの交付

申請書にあっては、正本１部とする。 

一部改正〔平成11年規則25号・12年33号・13年34号・40号・15年３号・29年29号〕 

（委任） 

第21条 この規則に定めるもののほか、この市が行う開発行為の規制等に関する手続等に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

追加〔平成24年規則20号〕 

附 則 

この規則は、昭和62年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年６月24日規則第29号） 

この規則は、平成５年２月25日から施行する。 

附 則（平成７年３月31日規則第16号） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年４月１日規則第25号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年４月１日規則第33号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成13年３月30日規則第34号） 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年６月８日規則第40号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（山形市開発登録簿の閲覧等に関する規則の一部改正） 

２ 山形市開発登録簿の閲覧等に関する規則（昭和62年市規則第21号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成15年３月10日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

（山形市開発登録簿の閲覧等に関する規則の一部改正） 

２ 山形市開発登録簿の閲覧等に関する規則（昭和62年市規則第21号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成19年11月29日規則第52号） 

この規則は、平成19年11月30日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第20号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年５月31日規則第29号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前の山形市開発行為の規制等に関する規則（以下「改正前規則」という。）

の規定により提出された申請、届出、協議及び請求に係る書類は、この規則による改正後の山形市

開発行為の規制等に関する規則の規定により提出された申請、届出、協議及び請求に係る書類とみ

なす。 

３ この規則の施行の際現に残存する改正前規則の規定に基づき作成された用紙は、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

附 則（令和３年４月１日規則第61号抄） 

（施行期日） 
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１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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別記 

様式第１号（第２条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成24年規則20号・29年29号・令和３年61号〕 

様式第２号（第２条関係） 
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様式第２号の２（第２条関係） 

 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事の概要書 

 

１ 設計者の住所及び氏名  

２  土 地 の 所 在 及 び 地 番 

（土地の代表地点の緯度・経度） 

 

（緯度：   度   分   秒、 経度：   度   分   秒） 

３ 土 地 の 面 積 ㎡  

４ 盛 土 の タ イ プ 平地盛土・腹付け盛土・谷埋め盛土 

５ 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・無 

 

 

工

 

 

事

 

 

の

 

  

内 

 

 

容 

 

⑴ 盛土又は切土の高さ 

                    

 ｍ 

（盛土又は切土により崖を生ずる場合は、崖の高さ    ｍ）  

⑵ 盛土又は切土をする 

土地の面積 

 

㎡ 

（厚さ 30ｃｍを超える盛土又は切土を行う部分の面積 

  ㎡）  

⑶ 盛土又は切土の土量 
盛 土 ㎥ 

切 土 ㎥ 

⑷ 擁壁 

番 号 構  造 高   さ 延   長 

  ｍ   ｍ 

  ｍ   ｍ 

⑸ 崖面崩壊防止施設 

番 号 構  造 高   さ 延   長 

  ｍ   ｍ 

  ｍ   ｍ 

⑹ 排水施設 

番 号 種  類 内法寸法 延   長 

  ｃｍ ｍ 

  ｃｍ ｍ 

⑺ 崖面の保護の方法  

⑻ 崖面以外の地表面の 

保護の方法 
 

⑼ 工事中の危害防止          

のための措置 
 

⑽ その他の措置  

⑾ 工程の概要  

７ その他必要な事項  

備考 

 

 

１ １の欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、氏名の横に〇印を付すこ 

と。 

６ 
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 ２ ２の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第一位まで記入すること。 

３ ４の欄は、盛土を行う場合は、該当する盛土タイプに〇印を付すこと。（複数選択可） 

４ ５の欄は、渓流等（宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第７条第２項第２号 

に規定する土地をいう。）への該当の有無のいずれかに〇印を付すこと。 

５ ７の欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要 

する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入すること。 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成24年規則20号・29年29号・令和３年61号〕 

様式第３号（第２条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・29年29号〕 

様式第４号（第２条関係） 
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全部改正〔平成29年規則29号〕 

様式第５号（第２条関係） 
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全部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第５号の２（第２条関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第５号の３（第２条関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第６号（第３条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号・令和３年61

号〕 

様式第６号の２（第３条の２関係） 
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追加〔平成24年規則20号〕、一部改正〔平成29年規則29号・令和３年61号〕 

様式第６号の３（第３条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第６号の４（第３条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第７号（第４条関係） 
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全部改正〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第７号の２（第４条関係） 
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全部改正〔平成29年規則29号〕 

様式第７号の３（第４条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第７号の４（第４条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第８号（第５条関係） 

 
追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号・令和３年61
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号〕 

様式第９号（第６条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成29年規則29号〕 

様式第10号（第７条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号・令和３年61

号〕 

様式第11号（第９条関係） 
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全部改正〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第11号の２（第９条関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第12号（第10条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成29年規則29号〕 

様式第13号（第10条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号・令和３年61

号〕 

様式第14号（第11条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号・令和３年61

号〕 

様式第14号の２（第11条関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第15号（第12条関係） 
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全部改正〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第15号の２（第12条関係） 
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全部改正〔平成29年規則29号〕 

様式第15号の３（第12条の２関係） 
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全部改正〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第15号の４（第12条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第15号の５（第13条関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第15号の６（第13条関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第15号の７（第13条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第15号の８（第13条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第16号（第14条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号・令和３年61

号〕 

様式第17号（第15条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号・令和３年61

号〕 

様式第17号の２（第15条関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第18号（第16条関係） 

 



50/56 

追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成29年規則29号〕 

様式第19号（第17条関係） 
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追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成19年規則52号・24年20号・29年29号・令和３年61

号〕 

様式第20号（第18条関係） 
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全部改正〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第20号の２（第18条関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第20号の３（第18条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕 

様式第20号の４（第18条の２関係） 
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追加〔平成29年規則29号〕 

様式第21号（第19条関係） 

 
追加〔平成13年規則34号〕、一部改正〔平成13年規則40号・29年29号〕 


